

































































審査委員：主査  福井秀夫 
委員  大山達雄 
委員  安念潤司（中央大学） 
委員  豊福健太（日本大学） 
委員 西脇雅人 
 
本論文の最終報告に引き続き、平成 22年 12月 1日（水）12時より審査委員会が開催さ
れた。審査委員は福井秀夫教授（主査）、大山達雄教授（副査）、西脇雅人助教授（副査）、
安念潤司教授（副査・中央大学）、豊福建太准教授（副査・日本大学）の 5名であった。 
本論文の特徴は知財政策に関して、農業分野の育成者権に焦点を当てて、理論分析及び
実証分析を行った点にあり、著者が構築した理論モデルについて実証的な証拠を同時に提
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示していることを高く評価した。また、高水準の理論実証分析に加え、それらの結果は知
財政策及び競争政策に関しても現実の政策の改善に寄与する重要な含意を持ち、政策研究
としても質の高い論文である点についても優れた業績であることについても意見が一致し
た。特に、知財保護の観点からは、育成者権に独占権を与え、これを強く保護する一方、
競争政策では、ライセンサーがライセンシーに対して研究開発制限することを原則として
不公正な取引方法として独占禁止法の問題とするという、一見矛盾する法規制の関係につ
いて、実証に基づき一定の場合には、研究開発制限が公正競争阻害性を持つものではない
ことを示し、適切な両者の政策の調整のあり方に関する優れた示唆を行ったことが特筆で
きる。これらのことから、本論文は、本学博士にふさわしい優れたものであることについ
て基本的に意見が一致した。 
 
一方で、論文の水準をさらに高めるために多くの指摘もなされた。その中でとりわけ重
要な指摘は以下の 6点であった。 
 
1. 3章のモデルで農業者の自家増殖に対する制限が加えられた場合、社会厚生がどの
ように改善されるかについて言及してはどうか。 
2. 契約不履行の立証費用が低下した場合、どのような最適契約に移行するのかについ
て考察が必要ではないか。 
3. 論文で行われている理論分析の前提条件について、3章のモデルと 5章のモデルと
で整合的に整理すべきではないか。 
4. 4章の実証研究について法改正の外生性についてさらに説得的な説明をすべきでは
ないか。 
5. 4章と 5章で使用している推定方法の前提条件が満たされていることに関する説明
をより精緻にすべきではないか。 
6. 理論分析の前提条件が種苗企業と農業者との契約において満たされていることにつ
いて可能な限り定量的な論拠を示せないか。 
 
以上の指摘はいずれも論文の学術的価値を高めることに寄与するものであったたため、
これらについて対処するよう著者に改訂を要請した。これに対し、著者はいずれの指摘に
関しても適切な作業と考察を加え、対応し、論文としての完成度を高めた改訂版を提出し
た。審査委員は改訂版について精査し、報告会で指摘された論点について適切に対処・解
決されたことを確認し、改めて本論文が本学博士論文としてふさわしいきわめて水準の高
い論文であるという評価に至ったものである。 
 
